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p.1 

事業の位置付け 必要性１．事業の位置付け・必要性
について  に いて



エネルギー需給動向（電力貯蔵ニーズの変遷） 
事業原簿 p.2 図Ⅰ．１－１  p.2 

1970年   1980年   1990年    2000年       2010年 

電力需要伸張 
負荷率低下 

電力自由化 電力需要の伸び
鈍化 

再生可能エネ
ルギーの増加 

風力・太陽光発電の
増大、出力変動対策
ニーズ拡大 

需要家サービス
の自由度拡大 

夜間調整力の
確保が課題化 

ピーク需要対策
が課題化 

揚水発電の
ニーズ増 

可変速揚水発電の
ニーズ発生 需要家設置型蓄

電技術の商用化 風力連系蓄電池枠
の登場

ムーンライト計画での定
置型電池開発 NAS ，
レドックス、亜鉛臭素、
亜鉛塩素

NAS ，レドックス、

フライホイール、
SMES 

の登場

NAS、鉛 

亜鉛塩素

本事業での
定置用電池
開発

民生用途の新型蓄
電技術の登場 

Ｎｉ－ＭＨ リチウム
バックアップ電源、モバイル電源としての
蓄電池利用

開発
Ｎｉ ＭＨ，リチウム
二次電池、キャパ
シタ 

蓄電池利用 

鉛、アルカリ二次電池 



ＮＥＤＯの定置用蓄電技術開発の継続的取り組み 
事業原簿 p.3 図Ⅰ．１－２  p.3 



ＮＥＤＯの関与の必要性

事業原簿 p.4   p.4 

ＮＥＤＯの関与の必要性

・本プロジェクトは、資源に乏しい我が国が将来にわたる持続的発展をす
るべく、革新的なエネルギー技術の開発、導入・普及によって、各国に先ん
じて次世代型のエネルギー利用社会の構築に取り組むことを目的に、経代 構 、
済産業省がまとめた「エネルギーイノベーションプログラム」の一環である。 
 
・リチウムイオン電池に関しては、市場性のある民生ポータブル機器が主リチウムイオン電池に関しては、市場性のある民生ポ タブル機器が主
流であり、電気自動車市場も立ち上がり始めた。しかし、まだ市場が立ち
上がっていない風力・太陽光発電併設用途へ民間企業が単独で進出する
には 現状ではリスクが大きく 再生可能エネルギー用大型蓄電システムには、現状ではリスクが大きく、再生可能エネルギー用大型蓄電システム
用の蓄電技術開発が後手に回る可能性がある。 

中長期的観点からＮＥＤＯが技術開発をサポート 
する必要がある 



再生可能エネルギー発電に必要な蓄電システム 
事業原簿 p.5 図Ⅰ．２－１  p.5 

 自然エネルギー発電の変動出力を安定化する機能を持ち、より低コストでより長寿命な大
型の蓄電システムの開発が必要。 

出典）NEDO「平成17～18 年度 委託業務成果報告書 
系統連系円滑化蓄電システム技術開発に関する調査」

 

短周期変動対応 

系統連系円滑化蓄電システム技術開発に関する調査」
平成18年7月 

～/－

放電 充電 
－/ ～ 

出力は、お日様任せ、風任せ・・・。 
＜想定される悪影響＞ 

 ・ 電圧の変動 

蓄電システムの開発 

評価方法の検討 

 ・ 周波数の変動 

 など。。。 

抑制キーポイント ＝ 大型、低コスト、長寿命



本プロジェクトで選定した蓄電技術と従来技術との比較

事業原簿 p.5 表Ⅰ．２－１  p.6 

本プロジェクトで選定した蓄電技術と従来技術との比較 

蓄電技術 メリット デメリット
変動緩和用
途としての 蓄電技術 メリット デメリット
将来性 

ＮＡＳ電池 ロードレベリング用途
（ 日）に最適

短時間出力が不向き 
温度維持ヒ タが必要

低い
（一日）に最適 温度維持ヒータが必要

ＲＦ電池 ＳＯＣの管理が容易 コスト・寿命 低い 

ニッケル水素 
電池

高性能（ハイレート） コスト・寿命 高い
電池 

リチウムイオン 
高性能（ハイレート）

コスト・寿命・ 
高い

電池 
高性能（ハイレ ト）

安全性・大型化困難
高い

電気二重層 
長寿命・超ハイレート コスト・蓄電容量 高い

キャパシタ 
長寿命 超ハイレ ト コスト 蓄電容量 高い



－クールアース エネルギー革新計画－ 
事業原簿 p.6 図Ⅰ．３－１  p.7 

平成２０年３月 経済産業省策定 



我が国の再生可能エネルギー導入目標と 
定置用蓄電池市場規模予測

事業原簿 p.7 表Ⅰ．３－２  p.8 

定置用蓄電池市場規模予測

2000 2005 2010 2015 2020 2030 

温室効果ガス 
25%削減 

エネルギー起源 
CO2排出量 
30%削減

エネルギー基本計画（2010年6月） 

                                   500万kW   約670万kW 

30%削減 

風力発電 導入目標 
（長期エネルギー需給見通し（再計算）、2009年8月）

                               2800万kW  約5300万kW 

（長期エネルギ 需給見通し（再計算）、2009年8月）

太陽光発電 導入目標 
（長期エネルギー需給見通し（再計算）、2009年8月）

電力需要（全国）                          175GW                           187GW(15.0%)     220GW(24.0%) 

〃（7電力※） 61GW 65GW (7.7%) 66GW(10.1%)

（長期エネルギ 需給見通し（再計算）、2009年8月）
（低炭素社会づくり行動計画、2008年7月） 

・風況良好箇所： （7電力※）                                  61GW                            65GW (7.7%)      66GW(10.1%) 風 良

北海道、東北、北陸、中国、四
国、九州、沖縄各電力として 

 

蓄電池 必要量 
13 75GWh0GWh

太陽光発
電導入率 

 
風力発電
導入率 

 
池 要

（次世代送配電ネットワーク研究会） 13.75GWh       0GWh       
※ケース4, 0.55兆円, 4万円/kWhより逆算 



海外の状況について 
事業原簿 p.7-9 p.9 

○フランス：風力の導入促進（2020年までに25GW）で、大都市部の負荷

平準化、アンシラリーサービスや、島しょ部での出力変動緩和、無効電力
補償などが必要とされている。

○ドイツ：風力の導入促進（2020年までに40GW）で、系統の脆弱性が課
題となっている 2030年までに10～30GWの蓄電設備が必要と試算され題となっている。2030年までに10～30GWの蓄電設備が必要と試算され
ている。 

○スペイン：島しょ部では、蓄電池が試験的に利用されている。将来の風○スペイン：島しょ部では、蓄電池が試験的に利用されている。将来の風
力導入促進（2020年までに40GW）で負荷平準化や余剰電力貯蔵が必要
と認識されている。 

○アメリカ：スマートグリッド構築で蓄電システムが検討されており、多くの
蓄電システムの実証が行われている。カリフォルニアでは新エネルギー導
入が進んでおり2020年以降には蓄電システムによる対策が必要とされて入 進 おり 年以降 蓄電シ テ る対策 必要 さ
いる。 

○中国：再生可能エネルギｰ導入促進（2020年までに150GW）にともない
長周期 短周期 変動抑制が必要とされ る長周期・短周期の変動抑制が必要とされている。



定置用蓄電システムの世界需要

事業原簿 p.9 表Ⅰ．４－１  p.10 

定置用蓄電シ テ 世界需要

盤 書※共通基盤研究 成果報告書より抜粋

cf. 2020年のEV用蓄電池の需要予測：24GWh/年（EV 100万台/年を想定） 



p.11 

２．研究開発マネジメントについて 



本研究開発の概要

事業原簿 p.11 p.12 

本研究開発 概要

低コストで長寿命な新エネ対応のMW級大型蓄電システムを構築・実現するために 必要

研究開発の目的 
 低コストで長寿命な新エネ対応のMW級大型蓄電システムを構築 実現するために、必要
となる各種の技術開発を行なう。 

開発テーマ

①①実用化実用化技術開発技術開発  
  システムの大型化と出力制御技術等の開発 

→ システムにて性能を検証

開発テ マ 

実用化→ システムにて性能を検証
 

②②要素要素技術開発技術開発  
  低コスト・長寿命のための各種構成部材の開発 

→ モジュールにて性能を検証

実用化 
技術開発 

要素→ モジュ ルにて性能を検証
 

③③次世代次世代技術開発技術開発  
  新規材料および製法等の研究開発 

→ セルにて性能を検証 蓄電シ

要素
技術開発 

次世代 
技術開発 

→ セルにて性能を検証
 

④④共通基盤共通基盤研究研究  
  蓄電システムの各種評価方法の開発 

→ 開発品に適用して評価方法の有用性を検証

蓄電シ
ステム
の規模 

共通基盤研究→ 開発品に適用して評価方法の有用性を検証 共通基盤研究



本研究開発の目標 
開発目標 

事業原簿 p.12 p.13 

テーマ 中間目標（平成20年度末） 最終目標（平成22年度末） 

実用化技術開発 出力安定化制御方法の決定とモジュー
ルでの機能検証

出力安定化機能を持つ大型蓄電システムの製作、６ヶ月
以上の実機※試験によるシステムの機能検証ルでの機能検証 以上の実機※試験によるシステムの機能検証

要素技術開発 モジュールを構成する単位セルレベル
での性能確認 

コスト４万円/kWh、寿命１０年を実現する技術の開発 

次世代技術開発 （各委託先で個別に設定）
コスト１．５万円/kWh、寿命２０年を見通せる革新的な技
術 年 実 を想定

次世代技術開発 （各委託先で個別に設定）
術の開発（２０３０年の実現を想定）

共通基盤研究 セルレベルでの評価方法の決定 本プロジェクトの開発品に適用するコスト・安全性・寿命・
性能評価方法の開発 

数値目標の設定根拠

（※MW級のシステムを構成する最小単位の蓄電ユニット）

＜コスト＞ 
  ４万円/kWh・・・・・・鉛蓄電池システムの量産コスト 
 １．５万円/kWh・・・・ＮａＳ電池システムの量産コスト（３万円/kWh）の半分

数値目標 設定根拠

電池シ テ 量産 （ ） 半分
              （風力発電系統連系対策小委員会の検討結果を参考として） 
＜寿命＞ 
  １０年・・・・・・・長寿命型鉛蓄電池の耐用年数 

２０年 発電設備の耐用年数（ 電池のリプレイス無しを想定） ２０年・・・・・・・発電設備の耐用年数（→電池のリプレイス無しを想定）



本研究開発の計画

事業原簿 p.13 表Ⅱ．３－１  p.14 

本研究開発 計画

期間 ： 平成１８年度～平成２２年度 
費用 総事業費とし 約 億円

実施期間および費用 

研究開発テーマ 
平成１８年度 

（４ ３億円）

平成１９年度 
（１８ ２億円）

平成２０年度
（２１ ５億円）

平成２１年度 
（１５ ７億円）

平成２２年度 
（６ ５億円）

費用 ： 総事業費として約６６億円

（４．３億円） （１８．２億円） （２１．５億円） （１５．７億円） （６．５億円）

 
①実用化技術開発 

（３．６億円）

公募 

中 実機試験
（３ ６億円） 

 
②要素技術開発 

（４８．７億円） 

公募 
中 

 
 

 
 

間

実機試験 

 
③次世代技術開発 

（６．３億円） 

 

Phase１ 評価 

Phase１ 

Phase２ 公募 

公募 

間 
 

 
 

評

 

評価 Phase２ 

 
 
④共通基盤研究 

本研究 調査 公募 公募 

 
 

 

価 

評価方法 
案の試用 

評価方法 
の提示 

④ 究
（７．３億円） 



研究開発の実施体制 
事業原簿 p.15 図Ⅱ．４－１  p.15 

実用化・要素技術開発 
（SPL：豊橋技科大・櫻井氏） 

＜技術委員会＞ 
 九州大・山木氏 

東工大 菅野氏

「系
統
連
系

川崎重工（ニッケル水素） 

北陸電力－エナックス（リチウムイオン） 

研究の方向性や 
 技術的内容を審議 

 東工大・菅野氏
 山形大・仁科氏 
 長崎大・森口氏 
 元GSY・山地氏 

系
円
滑
化
蓄
電

日立製作所（リチウムイオン）＿要素開発のみ 

三菱重工－九州電力（リチウムイオン） 

日清紡（キャパシタ） 要素開発のみ

次世代技術開発 
（SPL：神奈川大・佐藤氏） 

NEDO

シ
ス
テ
ム
技
術
開

日清紡（キャパシタ）＿要素開発のみ

電中研（リチウム電解質［ポリマー］） 

大阪大（リチウム電解質［ポリマー］）NEDO
開
発
」（※

Ｐ
Ｌ
＝

同志社大（リチウム負極［高電位］） 

大阪大（リチウム電解質［ポリマー］）

鶴岡高専－京都大（リチウム電解質［ポリマー］） 

＝
神
奈
川
大
・佐

東工大（リチウム正極［燐酸Mn］） 

東大（リチウム正極［Ｂ Ｓｉ系］）

東海カーボン・産総研（リチウム負極［カーボン］） Grﾐｰﾃｨﾝｸﾞ  ＝ 1～2回/年 

技術委員会 ＝ 2回/年 

共通基盤研究 
（SPL：産総研・辰巳氏） 

佐
藤
氏
） 

三菱総研－電中研（各種評価方法） 

東大（リチウム正極［Ｂ，Ｓｉ系］）※ ＰＬ  
京大 小久見氏 (H20.2 - H21.12) 
神奈川大 佐藤氏 (H21.1 - H22.2) 



研究開発の運営管理① 
事業原簿 p.19-21  p.16 

（１）ＰＬ・ＳＰＬの設置 
プロジェクトを統括管理するＰＬのほか、テーマを３つのグループに分類して、それぞれに

ＰＬの設置と技術委員会の開催 

  プロジェクトを統括管理するＰＬのほか、テ マを３つのグル プに分類して、それぞれに
ＳＰＬを設置して研究開発を円滑に運営管理 

   →グループ毎に定例ミーティングを開催（１～２回／年） 
     （関係者全員参加のもと、進捗報告は最小限で議論中心の会議） 

必要に応じてＰＬ ＳＰＬ会議を開催   →必要に応じてＰＬ・ＳＰＬ会議を開催
 

（２）技術委員会の開催 
  第三者的な立場の有識者から成る技術委員会を開催（２回／年） 

研究開発の方向性や技術的内容を審議   →研究開発の方向性や技術的内容を審議
     （関係者全員参加のもと、進捗報告は最小限で議論中心の会議） 

ステ ジゲ ト評価等の実施

（１）ステージゲート評価 
  次世代技術開発において、１年間実施したＦＳについて技術委員による評価を実施 

９つの研究開発のうち ７つが継続 ２つが終了

ステージゲート評価等の実施

   →９つの研究開発のうち、７つが継続、２つが終了 
 

（２）中間評価 
  平成２０年度にプロジェクトの中間評価を実施 



研究開発の運営管理②

事業原簿 p.21-23 p.17 

独自の管理表を作成して研究開発の執行状況を毎月管理 

各種進捗管理 

 

（１）予算執行状況                  （２）年度目標と進捗状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

グ（３）委託先内ミーティング状況
 
 

適宜、 
 ・委託先のミーティング 
 ・共通基盤研究のワーキング、専門委員会 

出席 執行状 を直接確認
 
                            
 

に出席して執行状況を直接確認

（４）打ち合わせによる進捗状況 
定期的にテーマごとに実施者と進捗・課題等定期的にテ マごとに実施者と進捗 課題等

について打ち合わせを行い、研究開発の方向
性を決定 



研究開発の運営管理③

事業原簿 p.23  p.18 

研究開発の運営管理③

究

（１）テーマ横断的な関わり 
  共通基盤研究で開発した評価手法を、要素技術開発・実用化技術開発の開発品評価に

研究開発へのＮＥＤＯの関与

展開、さらに評価手法の妥当性を共通基盤研究にフィードバック
 

（２）テーマにおける実施体制・予算額等の適宜見直し 
  例1) 大学の材料研究に材料メーカーと電池メーカーを再委託先として追加し、電池化の 
     検討を加速
  例2)予算の増額により、蓄電システムの熱による寿命への影響を追加検討 
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中間評価(分科会2008 10 24)を踏まえた対応

（１）太陽光発電への急速なシフトへの対応 
  実用化技術開発において、太陽光発電の出力変動緩和用途への仕様検討を新たに盛り

込み 実証する３ヵ所のうち１ヵ所（三菱重工・九電）でメガソーラーへの接続を実施

中間評価(分科会2008.10.24)を踏まえた対応 

込み、実証する３ヵ所のうち１ヵ所（三菱重工 九電）でメガソ ラ への接続を実施。
 
（２）二次電池の可能性、将来像など社会への積極的な情報発信について 
  共通基盤研究におけるコスト評価手法開発の一環として、量産規模の把握のために、定

置用蓄電シ ム 海外需要を調査 市場規模を推定 般 クホ ダ が参加置用蓄電システムの海外需要を調査し市場規模を推定。一般のステークホルダーが参加
するワークショップや成果報告会などで調査結果を発表。 

 

（３）系統への影響や蓄電システムの必要性の検討について 
電力会社（ 社） 電事連 風力発電協会等と意見交換を実施 そ 結果とし 系統  電力会社（８社）、電事連、風力発電協会等と意見交換を実施。その結果として、系統への

影響を緩和するためには蓄電システムの設置が必要との一致した意見であったことから、
本プロジェクトでは当初予定通りの一貫した取り組みを実施。 
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情勢変化 の対応②

国際情勢変化への対応 
 

（１）定置用大型蓄電池評価手法の標準化検討 
   ・国際競争力向上の観点から、定置用大型蓄電池について、電池工業会へ標準化活動 
    の働きかけを実施。共通基盤研究にて開発した蓄電池の各種評価方法を紹介した。
    また、大型リチウムイオン電池を開発している本プロジェクト実施者の電池工業会 
    入会への協力をした。 
 

（２）その他国際対応
   ・本プロジェクトの実施メンバーを日・ＥＵエネルギー協力の蓄電池ワークショップ 
    （2009.3日本、2010.9ベルギーで開催）に派遣し、今後の蓄電池開発と安全性の取り 
    組みについて意見交換を実施。EUにおいて安全性に関するプロジェクトを立ち上げ、 

公募結果によって日本と具体的取り組みを進めていくこととなった    公募結果によって日本と具体的取り組みを進めていくこととなった。
 

   ・海外調査を実施。欧米中の主要機関を訪問し、蓄電池の研究開発動向、定置用蓄電 
    池のニーズを調査。調査結果を成果報告会、ワークショップ、講演会などで発表。 
 

   ・共通基盤研究において、蓄電システムのシステムアシュアランスの検討を追加。 
    日本企業の弱点であるシステムアシュアランスを用いた開発の方法・手順を整理し 
    備えた。 



情勢変化への対応③

事業原簿 p.25 p.21 

（１）蓄電池情報交換会に主要メンバーとして参加

情報の共有化により、関係する情勢変化に対応 
（ ）蓄電池情報交換会 要 参

NEDO初の試みとして、蓄電池リエゾンの下、蓄電池に関する部門横断的な枠組み（７部門による蓄
電池情報交換会）を構築。月1回打合せに主たるメンバーとして参加し、部門を越えた横断的な情報
の共有化を促進。 

 

（２）委員等の共有（２）委員等の共有 
次世代自動車用電池開発の実施者および技術委員を本プロジェクトのSPLに起用して情報を共有 
 ・基盤技術開発の実施者（産総研・辰巳ｸﾞﾙｰﾌﾟ長） ： 本プロジェクトの共通基盤研究担当のSPL 
 ・次世代技術開発の技術委員長（神奈川大・佐藤教授） ： 本プロジェクトのPL 

ＮＥＤＯ内横断的実施体制 

スマートコミュニティ部 電子・材料・ 
ナノテクノロジー部 

機械システム 
技術開発部 

エネルギー対策 
推進部 技術開発推進部 

2007 2011

2006 2010

2007-2011
次世代自動車高性能 

蓄電システム技術開発 

2003 2008

環境部 総務企画部 

2006-2010  
系統連系円滑化 

蓄電システム技術開発 

2003-2008
衛星搭載用リチウム 

イオンバッテリーの開発 

二次電池やキャパシタの材料開発、二次電池の適用技術
の開発など数十の開発テーマを実施        


